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１．事例の概要 

  初産婦。妊婦健診中の血圧は妊娠３６週に１４７／７８ｍｍＨｇであった

が、それ以外は正常範囲内であった。妊娠３８週５日に計画分娩のため入院

となり、メトロイリンテルが挿入された。同日、メトロイリンテルは腟内に

脱出し、抜去された。翌日、医師は痛みが弱いと判断しオキシトシン点滴を

開始した。オキシトシン開始から約２時間後に子宮口の開大は９．５ｃｍと

なったが、それから約２時間を経過しても分娩の進行はみられなかった。医

師は分娩停止と判断し、子宮口が全開大となるのと同時に吸引分娩１回によ

り児を娩出した。胎盤と臍帯に異常は認められなかった。 

  児の在胎週数は３８週６日で、体重は２６３４ｇであった。アプガースコ

アは生後 1 分、生後５分ともに９点であった。臍帯動脈血ガス分析は行われ

なかった。生後１時間の経皮的動脈血酸素飽和度は１００％であった。母子

接触が行われた後、児は生後約２時間で新生児室に移動し、生後約９時間以

降、母児同室となった。母児同室後は授乳が数回行われた。生後１４時間３

分に妊産婦は児が呼吸をしていないことに気付き、ナースステーションに連

れて行った。児の顔面は蒼白、口唇は黒色、筋緊張はなく、心肺停止である

ことが確認された。バッグ・マスクによる人工呼吸、気管挿管、胸骨圧迫、

アドレナリンの投与等の蘇生が行われ、心拍は一時的に回復するものの不安
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定で、妊産婦が児の呼吸停止に気付いてから約１時間後の臍帯静脈血ガス分

析値は、ｐＨ６．５８４、ＰＣＯ２７４．２ｍｍＨｇ、ＰＯ２１０８．８ｍｍ

Ｈｇ、ＨＣＯ３
－６．９ｍｍｏｌ／Ｌ、ＢＥ－３３．０ｍｍｏｌ／Ｌであった。

その後児はＮＩＣＵを有する病院へ搬送され、生後１５日の頭部ＭＲＩでは、

前頭葉、左頭頂葉、左視床に出血が認められ、脳室系は拡張し、脳室内にも

血腫が認められた。 

  本事例は病院における事例であり、産婦人科専門医２名（経験３４年、３

８年）、小児科医３名（経験４年、１４年、２３年）と助産師３名（経験６年、

９年、３４年）、看護師５名（経験２～７年）が関わった。 

 

２．脳性麻痺発症の原因 

本事例における脳性麻痺発症の原因は、生後１４時間３分に発見された呼

吸停止により、新生児が低酸素・酸血症の状態となった結果、低酸素性虚血

性脳症を発症したことであると考えられる。呼吸停止の原因を特定すること

はできないが、ＡＬＴＥ（乳幼児突発性危急事態）の概念に相当する事例で

あると考えられる。 

 

３．臨床経過に関する医学的評価 

外来における管理は一般的である。入院後、分娩監視装置を装着し、胎児

心拍数陣痛図をリアクティブと判断したことは一般的である。経過中約５時

間分娩監視装置を中断したことは、中断以前の胎児心拍数陣痛図で胎児機能

不全の可能性が否定できないこと、子宮口が５～６ｃｍまで開大し分娩が進

行していることから一般的ではないという意見と、ネオメトロ脱出後にやや

痛みが楽になったと判断したのであれば、必ずしも分娩監視装置の装着は必

要ないという意見があり、医学的妥当性には賛否両論がある。オキシトシン
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の使用方法は基準内である。吸引分娩を行ったことは、明確な適応が存在し

ないため一般的ではない。出生後の新生児管理は一般的である。児の心肺停

止後の対応も一般的である。 

 

４．今後の産科医療向上のために検討すべき事項 

１）当該分娩機関における診療行為について検討すべき事項 

（１）診療録への記載について 

本事例においては、胎児心拍数陣痛図の所見が診療録にほとんど記載さ

れていないが、随時記載されるべきである。呼吸停止に関連したカンファ

レンスを含め、事後の検討についても記載すべきである。 

（２）吸引分娩について 

吸引分娩の適応については、「産婦人科診療ガイドライン－産科編２０

１１」を確認するとともに、それを遵守すべきである。 

（３）計画分娩の説明と同意について 

計画分娩の説明と同意が口頭で行われているが、文書で行うことが望

まれる。 

 

２）当該分娩機関における設備や診療体制について検討すべき事項 

特になし。 

 

３）わが国における産科医療について検討すべき事項 

（１）学会・職能団体に対して 

ア．ＡＬＴＥについて 

ＡＬＴＥ（乳幼児突発性危急事態）の実態調査、病態解明、防止策

を策定することが望まれる。 
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イ．母児同室について 

     母児同室を行う際の適応基準や実施方法に関して検討し、指針を作

成することが望まれる。 

（２）国・地方自治体に対して 

   医師の確保について 

当該分娩機関では、休日夜間に毎日産科医が当直を行えるだけの人員が

確保されていない。このような産科医不足の解消に資する施策を検討する

ことが望まれる。 

 


